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   別紙３ 
                                                                                     

厚生労働行政推進調査事業費 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

総括研究報告書 

 

都道府県や県型保健所による子育て世代包括支援センターの 

機能強化支援のための研究 

 

研究代表者 佐藤 拓代  

公益社団法人母子保健推進会議会長 

 

研究要旨 

【目的】 

令和２年度末までの全国展開が目指された子育て世代包括支援センター（以下、「センタ

ー」とする）が未設置である自治体に設置を促進するとともに、都道府県及び県型保健所

による事業評価システムを構築し、センターにおける切れ目のない妊娠・出産・子育て期

における支援の充実と機能の強化をはかることを目的とする。 

【成果】 

１．センター設置の推進支援及び効果的活動推進の支援 

センター設置率が低い北海道及び沖縄県の協力（県型保健所を含む）を得て、センター

未設置の自治体を含む自治体に対面及びオンライン研修と意見交換会を行った。未設置自

治体は少なくなってきており、さらに困難事例への支援が必要と考えられ、可能な開催地

では事例検討会を実施した。対面研修が可能なところでは講義やロールプレイの対人支援

向上の研修を行った。 

２．面談・支援技術の向上 
１．の研修において、面談・支援の手引きの啓発とロールプレイ等による研修を行い、

面談支援技術の向上を図り、内容は４の手引きに反映させた。 
３．県型保健所に対するヒアリング 

令和３年度に実施した県型保健所に対する調査の回答率は 87.9％と高く、興味深い取組

を行っている６カ所について、対面またはオンラインによるヒアリングを行った。早くか

らセンターが設置された自治体では母子保健活動が活発だったり、県が独自の設置及び効

果的な活動に対する事業を行っているところがあった。センターの事業評価は、母子保健

活動のデータを一覧にして自治体と一緒に検討が実施されていた。特にＰＤＣＡサイクル

システムは県、県型保健所、自治体が展開しているところがあり、センターの効果的活動

に関与していると考えられた。 

４．都道府県及び県型保健所による市町村の母子保健機能支援の手引き 

本研究の 3年間の研究から、市町村の母子保健機能がポピュレーションアプローチであ

ること、母子保健等のデータからＰＤＣＡサイクルによる活動推進を行うことを中心にと
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りまとめた。信頼関係構築には面談支援技術が重要であり、ロールプレイによる面談支援

技術研修の例にも言及した。 

５．研究成果との啓発と切れ目のない支援に関するシンポジウムの開催 

令和 5 年 2 月 17 日に、フィンランドからポピュレーションアプローチとハイリスクア

プローチを中心に講師による講演等と、分担研究者によるディスカッションを行った。複

数が同じ画面から参加したことから参加者は 508人以上と推定され、74.0％が参考になっ

たとの評価であった。 

 

 

 

Ａ．研究目的 

平成 29 年度から令和元年度に代表研究者

が実施した厚生労働科学研究「子育て世代包

括支援センターの全国展開に向けた体制構

築のための研究」を踏まえ、令和２年度末ま

での全国展開が目指された子育て世代包括

支援センター（以下、「センター」とする）が

未設置である自治体に設置を促進するとと

もに、都道府県及び県型保健所による事業評

価システムを構築し、センターにおける切れ

目のない妊娠・出産・子育て期における支援

の充実と機能の強化をはかることを目的と

する。 

妊娠・出産・子育ては原家族から新たな家

族を作るプロセスでもあり、誰にでも困難が

生じうるという認識に立ち、妊娠届出や乳幼

児健診等の「点」の場面では把握されない利

用者目線に立った生活者の「面」での支援が

必要である。また、令和３年４月から市区町

村の努力義務となった産後ケア事業との連

携による利用者目線での取組も重要である。

都道府県・県型保健所等と連携し、市町村に

研修等を行い、効果的な妊娠・出産・子育て

支援の推進をはかる。 

令和２年度は、年度末までの全国展開が目

指されていることから重点目標を「センター

設置の推進」とし、特にセンター設置率が低

い北海道、徳島県、沖縄県に、それぞれ県及

び保健所の協力を得てオンラインを含めた

複数回の研修を行い、設置を推進することを

目的とした。 

令和３年度は、「都道府県等の自治体支援・

センターにおける対人支援技術の向上」を目

標として、引き続き設置が進まない県に設置

推進の支援を行うと共に、都道府県及び県型

保健所に調査を行い、機能強化に対する支援

の実態を把握し、保健所に対する産後ケア事

業との連携も含めたセンターの現地調査ま

たはオンライン調査を開始し、効果的な支援

について検討を行うことを目的とした。 

令和４年度は、「切れ目ない支援実施及び

実施体制構築」を目標として、令和３年度に

調査を行った県型保健所に市町村のセンタ

ー活動や母子保健活動への支援及びＰＤＣ

Ａサイクル推進への支援についてヒアリン

グを行った。「都道府県及び県型保健所によ

る市町村の母子保健機能支援の手引き」の作

成を行い、研究成果に関するオンラインによ

るシンポジウムを開催することを目的とす

＜研究分担者＞ 
山縣然太朗・山梨大学大学院総合研究部
医学域社会医学講座教授  

山崎 嘉久・あいち小児保健医療総合セ
ンター  

髙橋 睦子・恵泉女学園大学人間社会学
部教授  

福島富士子・東邦大学看護学部教授 
上原 里程・国立保健医療科学院政策技
術評価研究部部長 

上野 昌江・関西医科大学看護学部教授 
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る。 

 

Ｂ．研究方法 

 以下の内容について、研究者が分担するの

でなく連携協力して研究を実施した。 

 

１．センターの設置推進支援 

センター設置率が低い北海道及び沖縄県

に、道及び県、また県型保健所の協力を得て、

対面またはオンラインによる研修を行った。 

 

２．面談・支援技術の向上支援 

 １．において対面による参加者にロールプ

レイ等による、面談支援技術の向上支援を行

った。 

 

３．県型保健所へのヒアリング 

令和３年に県型保健所に質問紙調査を行

い、回答率は 87.9％であった。回答から、市

町村のセンター活動や母子保健活動への支

援及びＰＤＣＡサイクル推進等について興

味深い回答があったところに、対面またはオ

ンラインによるヒアリングを行った。 

 

４．都道府県及び県型保健所による市町村の

母子保健機能支援の手引きの作成 

令和３年度の都道府県及び県型保健所へ

の調査結果及び今年度の興味深い活動を行

っている県型保健所に行ったヒアリングを

もとに、都道府県及び県型保健所による市町

村の母子保健機能支援の手引きの作成を行

った。 

 

５．研究結果の啓発 

 研究結果及びポピュレーションアプロー

チとハイリスクアプローチの連携による支

援を進めているフィンランドの取組を学び、

代表及び分担研究者によるディスカッショ

ンを行うシンポジウムを開催した。 

 

（倫理的配慮） 

本研究は自治体を対象としており、配慮を

要する情報は取り扱わない。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１．センターの設置推進支援 

  厚生労働省母子保健課による令和４年

４月１日現在の全国 1741市区町村のセン

ター設置率は 94.6％であり、北海道は

78.8％、沖縄県は 73.2％と設置が遅い状

況である。新型コロナ感染症患者が増加

する中、やや状況が収まった時期に北海

道と沖縄県、及び県型保健所の協力を得

て、対面研修、オンライン研修を行っ

た。 

 

（1）北海道 

  北海道庁と共催で研修等を行った。 

 

①稚内市研修 

日時：令和４年９月 29日（金）午後 

場所：北海道稚内保健所 

方法：対面及びオンライン研修、Zoom

のブレイクアウトルームによる意

見交換 

  参加者：道庁、保健所、市町村から

141名の参加があった。 

  内容：研究者による対面またはオンラ

インによる「こども家庭センターに

おける子育て世代包括支援センター

の効果的機能」の講演を行い、対面

または Zoomのブレイクアウトルーム

による意見交換を行った。 

 ＜意見交換＞ 

 ・支援プランを作成している。面接を妊

娠期に複数回行っている。産後ケア事

業も導入している。 

 ・セルフプランを妊婦にすすめ、支援プ

ランを作成している。支援プランの評
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価がこれでいいか悩むこともある。 

・住民にセンターが認知されていない。

しかし、家事支援、子育て支援が充実

してきた。 

・支援プランの対象者がこれでいいかと

思う。アセスメントをしっかりしてそ

れに基づいてプランを立てることが重

要では。対象者選定と支援会議の運営

がこれでいいか。 

・台帳管理しているが、あとで支援プラ

ンをたてるので評価やマンパワー不

足。 

・設置と未設置が混ざっているグループ

では取組が参考になった。支援プラン

をたてた方に何回面接しているか知り

たい。 

・事例が多くなり、困難事例をどうして

いるか知りたい。 

 

②札幌市研修 

①において希望が出ていた困難事例へ

の支援を組み込みこんで研修を行った。 

日時：令和４年９月２日（金）一日 

場所：札幌市の北海道立道民センター

かでる２・７ 

方法：対面で実施 

参加者：道庁、保健所、市町村から 59

名 

内容：研究者による対面の「こども家

庭センターにおける子育て世代包括

支援センターの効果的機能」の講演

を行い、情報交換、面談及び支援プ

ラン作成のロールプレイ、困難事例

の事例検討を行った。 

＜意見交換＞ 

 「母子保健型」と「基本型」で支援プ

ランを共通で使用しているか、支援プラ

ンを立てる基準について知りたい、妊婦

にどのくらいの頻度で支援プランをたて

ているか等の質問等があり実践的な意見

交換がなされていた。 

＜事例検討＞ 

２自治体から実際の事例が出され検討

を行った。支援が継続しているが状況が

変わらず頭打ち、生活のサポートが必要

だが誰が養育した方がいいのか、転居者

などこれまでの子育て歴を把握するには

難しい、リスクアセスメントでは不明な

部分はどうするか、など重い事例であっ

た。 

 

 困難事例では、要保護児童対策地域協

議会の関わりについてはっきり出てこな

いことが多く、保健師の支援だけではな

く要保護児童対策地域協議会の機能強化

が重要なのでは、と考えられた。 

 

（2）沖縄県 

 沖縄県は離島が多く、本島と石垣島の

２カ所で研修等の支援を行った。 

 

①那覇市研修 

日時：令和４年９月 12日（月）一日 

場所：那覇市八汐荘 

方法：対面とオンライン 

参加者：県、保健所、市町村から 88名 

内容：研究者による「こども家庭セン

ターにおける子育て世代包括支援セ

ンター（母子健康包括支援センタ

ー）の切れ目のない支援～その①

～」の講義と、情報交換、面談及び

支援プラン作成のロールプレイ、困

難事例の事例検討を行った。事例検

討は自治体の実際の事例について行

うことから、対面での検討にした。 

＜情報交換＞ 

・介入を嫌がる妊産婦をどう支援するか。 

・妊婦への関わりがマンパワー不足。セン

ターの評価ができていない。センターと

保健師の支援対象者があいまいなところ
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がある。 

・ハイリスクは地区担当保健師、ローリス

ク・中リスクはセンターが支援してい

る。 

・妊婦訪問は希望しない人が多い。 

・中リスクが多い。ハイリスク妊婦が加わ

ると負担が大きい。マンパワーが足りな

い。 

・支援困難ではお金がない貧困が多い。貧

困支援は長期にわたる。児童福祉にたけ

ている社会福祉士が少ない。 

・信頼関係をどう作るか。支援プランの対

象者をどうするか。 

・困難事例で妊娠中に会えない場合は、連

絡はしつつも産後に会えるのを待つ 

などの情報交換がされていた。 

 

＜事例検討＞ 

 自治体から出された事例はこのままにし

ておくと重症度が高くなることが考えられ

るという意見が多かった。 

・DVの問題、重症度が高い、共依存、将

来が危惧される。 

・将来の危惧の考えが必要。愛着形成が困

難な場合、養育困難、ネグレクト、発達

等の遅れになってしまう。 

  

北海道と同様に、要保護児童対策地域協

議会の関わりについてはっきり出てこない

ことが多く、保健師の支援だけではなく要

保護児童対策地域協議会の機能強化が重要

なのでは、と考えられた。 

  

②石垣市研修 

日時：令和４年 9月 14日（水） 

場所：石垣市ホテルミヤハラ 

方法：対面とオンライン 

参加者：県、保健所、市町村から 25名 

内容：研究者による「こども家庭センタ

ーにおける子育て世代包括支援センタ

ー（母子健康包括支援センター）の切

れ目のない支援～その②～」の講義

と、情報交換、面談及び支援プラン作

成のロールプレイ、困難事例の事例検

討を行った。事例検討は自治体の実際

の事例について行うことから、対面で

の検討にした。 

＜情報交換＞ 

・これからセンターを開設するが、こど

も家庭センターの立ち上げもすぐ予定

している。 

・開設したばかり。産婦健診、産後ケア

事業、妊婦訪問を開始し、今までより

関わる回数が増えた。 

・母子健康手帳交付時に支援プランを作

成している。７ヶ月頃に訪問で育児支

援グッズを渡している。 

・全島の保健所が月１回集まり情報交

換、ケース会議を行っている。 

・県外からの転入者では支援が困難な方

もいる 

・支援困難事例は自宅出産、ネグレクト

傾向、精神疾患のある親などである。

予防接種をまったく打たない親もい

る。 

 

＜事例検討＞ 

・DVケースは児に危険が及ぶ心配があ 

 る。 

・自然派、自宅出産希望など支援の拒

否があると母子保健では困難。 

 

北海道と同様に、要保護児童対策地域協

議会の関わりについてはっきり出てこない

ことが多く、保健師の支援だけではなく要

保護児童対策地域協議会の機能強化が重要

なのでは、と考えられた。 

 

２．面談・支援技術の向上 

１．の研修において、面談・支援の手引
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きの啓発とロールプレイ等による研修を行

い、面談支援技術の向上を図った。 

この内容は、資料１の「都道府県及び県

型保健所による市町村の母子保健機能支援

の手引き」における「第４ 都道府県及び

県型保健所の支援の質的向上支援」にとり

まとめた。 

 

３．県型保健所に対するヒアリング 

  令和３年度に全国県型保健所に実施し

た調査は回答率が 87.9％であった。質問

しに興味深い記載内容があった６カ所の

保健所に、対面またはオンラインによる

ヒアリングを行った。令和４年度は新型

コロナウイルス感染症により保健所が多

忙な時期であり、患者発生数が減少して

きている時期に日時の調整を行った。そ

のことによりヒアリング日時が年度末に

集中した。 

 

(１)北海道深川保健所 

＜研究班が考えた特徴的なところ＞ 

北海道は 179市町村があり、設置率が

高まらないところがある。平成 30年まで

に管内 5自治体がセンターを 100％設置

している。 

 

＜ヒアリング日時＞ 

 令和５年２月９日オンラインヒアリング

実施 

 

＜ヒアリング内容＞ 

①管内状況 

北海道の空知地域に属し、1市４町か

ら成る北空知地域にある 

・道内でも面積・人口ともに下から 2番

目ぐらいの小規模保健所 

・農業が基幹産業 

・早くから高齢化 

・出生数が非常に少ない 

ここ 10年ぐらいでみると平成 23年前

後は 200人切る程度だったが、令和に

入り 130人、令和 4年度は 120人を切

ると予想 

・医療的資源がない。平成 27年に管内で

出産ができなくなった。基幹病院であ

る深川市立病院の小児科、産科医が確

保できなくなり分娩停止したが、市立

病院には助産師がおり、教室活動など

には支援がある。 

・妊産婦の多くは隣の中核市である旭川

市の産科をはじめさまざまな医療資源

にかかっている。おおむね車で 30分～

1時間。もう一つの最寄りは中空知地

域の砂川市立病院の産科。高度医療必

要な方は旭川の周産期医療センター、

札幌管内の医療機関にかかる。ただ８

割以上は旭川の産科やクリニックにて

分娩。 

・小児科は深川市立病院の非常勤医師と

管内の小児科クリニックの２か所でお

おむねカバー。 

 

 ②センター設置について 

・管内どの市町も母子保健を中心に力を

入れて活動してきた歴史がある。今ま

での活動をセンターとしての機能に位

置づけたといった流れだったよう。母

子保健活動が充実していることから、

子ども家庭総合支援拠点の必要性をあ

まり感じないということで設置が進ん

でいない。 

・Ａ、Ｂ、Ｃの３市町はほぼ保健師主導

で要保護児童対策地域協議会も運営さ

れている。Ｄは児童福祉部門と保健部

門が同課だが別係。Ｅは小さい町だが

児童福祉専門の部署あり要対協を主

宰、そこを保健師が強くバックアップ

する。 
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③保健所の支援 

・北海道では、子どもの安心安全ネット

ワーク推進事業を各保健所で運営。保

健所と児童相談所で地域の課題を比較

検討会議で共有、企画を協働し研修会

を行うなど、児童相談所に意見を吸い

上げてもらい空知全域の技術支援をし

てもらったりしている。 

・保健所主宰の産科と保健の連携の仕組

みとして養育支援連絡システムを通

じ、単純なケースの連絡だけでなくケ

ースの課題からみえる地域課題の共

有、医療と保健で共有したい課題をそ

の場で検討したりしている。 

・市町村や関係者への技術支援、支援者

の育成などは母子保健に関わらず行っ

ている。管内の母子保健では各市町村

に入り込み、市町単位の事例検討を働

きかけてきた経緯があり、ニーズが出

てきたところから困難な事例を保健師

のスキルアップも含めて検討会や担当

者会議を実施してきた。 

・その他、保健所の定例会議がある。母

子の担当者会議だけでなく保健所では

リーダー級の市町村保健師を対象とし

た会議が多く、年にヘルスで３回、高

齢部門ではさらに２回、全体で５回あ

る。また必要であれば、保健所主宰で

なくても町主宰でも必要時会議がもた

れている。コロナワクチン接種の際も

保健所の会議で詰め切れなかった場合

には、リーダー級保健師が管内の保健

師を集めて調整を図っていた。 

 

④母子保健から困難な事例への支援 

・要保護児童対策地域協議会について 

個別ケース会議と代表者会議しかでき

ない町が多く、実務者会議、要はケー

スの進捗や全体について事例を束ねて

管理する機能に課題がある。母子保健

部門と児童福祉部門の役割の整理な

ど、児童相談所も課題として共有して

いる。 

・困難事例検討会では、検討会前に市町

村の保健師から相談を受けているケー

スで要保護児童対策地域協議会にあげ

ることをすすめる場合もあれば、保健

師サイドが判断や方向性に迷っている

なら対象の整理のために事例検討とし

て行うこともある。緊急介入が必要な

ケースはケース会議をすることもあ

る。検討会に至る前の通常のやり取り

の中で気になるケースをこちらが把握

することは多い。 

 

⑤その他 

・道内では保健師数が人口比で多い地

域。保健部門で７人の保健師がいる市

町もある。早い段階で保健師が管内で

もポストを取ってきており現在も次長

級、参事、課長補佐級がいる。50代以

上のリーダー級の保健師がおり、スー

パーバイズが受けやすい。中間層、若

い層もいてバランスがよく、先輩方に

ついて行くという気運があり良いチー

ム多い。 

 ・センター設置にあたり、うまく補助金

を活用し、人を雇ったという雰囲気で

はなかったかと思う。過去の会議記録

によると、もともと力を入れてきた母

子保健活動をあてはめて移行したよう

な記録がある。リーダーたちがきちん

と首長に話を通していくという組織内

での役割をとり、補助金など事務的な

ことに関してもかなり詰めて横の密な

関係も使って情報交換し、スムーズに

合意形成にもっていったのだろうと読

み取っている。 

 ・今後の課題は、母子だけではないが、

リーダーたち統括級の保健師らが今年
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度を皮切りに定年退職を迎えていく。

どうやって次世代育成するかと、支援

技術やリーダー級の育成などが必要に

なっている。現在のリーダーたちと同

じ活動はできない中で、どういうふう

にこれからの活動を展開するかという

声も聞かれる。保健所のほうには保健

師の現任教育の支援（人材育成）要望

が来ているところ。 

 ・こども家庭センター設置で、保健師の

中でも統括級の保健師がセンターへ行

くことが予想される。母子保健が統括

と新人だけになってしまうと活動の基

盤が揺らぐだろうと危惧がある。保健

所自体も特にコロナが始まってからだ

が、個別ケースからみた動きしかでき

ず、政策課題を地域につなげていくと

ころまでやりきれていない。 

 

(２)長野県諏訪保健所 

＜研究班が考えた特徴的なところ＞ 

管内６自治体がセンターを 100％設置

している。関係機関連携支援、地域評

価、PDCAサイクル推進とよく支援を行っ

ている。 

 

＜ヒアリング日時＞ 

 令和５年２月 27日対面ヒアリング 

 

＜ヒアリング内容＞ 

①管内状況 

 長野県は平均寿命が男性 2位、女性 4

位であるが、健康寿命は男性 2位、女性

1位とさらに高い。 

・山間へき地であり、医師がいないた

め、昔から保健師活動が充実してお

り、母子保健がさかんである。 

・小児科の開業医が少ない。 

・乳幼児健診で早期発見していくことを

10年前から行っている。下諏訪町の信

濃医療福祉センター（重症心身障害

児、肢体不自由児の入所施設）に外来

があり、発達障害児では連携支援を行

っている。 

・管内自治体と早くから発達障害児等の

早期療育支援の取組をすすめ、乳幼児

健診の M-CHAT導入や評価等を行ってき

ている。 

 

 ②センター設置について 

 ・信州大学と管内自治体との会議を平成

27年から行っていて、そこで母子保健

事業の評価を行ってきた素地があり、

センター設置の後押しをしたかと思

う。 

 

 ③保健所の支援 

 ・県の担当課に信州母子保健推進センタ

ーが設置されており、市町村機能の底

上げのため研修会等を開催している。

保健所は、管内市町村へ参加を推奨し

ている。 

・管内業務研究会は、６市町村から拠出

金を得て、福祉保健事務所が事務局と

なり、市町村、医療機関等の協力を得

て研修会を実施している。当研究会に

おいて、乳幼児健診、予防接種、栄養

教育等の研修会の開催、市町村の乳幼

児健診のデータの把握・検討を行って

いる。 

・産科医療機関等と毎年連絡会を行い、

顔合わせと課題の共有、方向性の統一

を図っている。※コロナ禍は開催でき

ない年もあった。 

  

 ④ＰＤＣＡへの支援 

・管内市町村保健師と保健所保健師が業 

務研究会で検討し、平成 22年から 1歳

6か月児健診、2歳児健診、3歳児健診

の問診票を共通化した。1歳 6か月児健 
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診、2歳児健診は短縮版 M-CHAT、3歳児

健診は研究者による多動衝動・対人関

係項目を取り入れた。 

・このツールによる要経過観察児と要支

援保護者の年度ごと集計データを、自

治体及び関係者にフィードバックの

上、早期発見の体制構築と強化を行っ

ている。 

・産後うつ病に関しては、県内でも管内

は産科医療機関が多い地域である。早

期に母親らにエジンバラ産後うつ病質

問紙を実施、そのデータを評価し、産

後ケア事業を手厚くするなど活用が図

られている。また、産科、助産師会の

医療機関関係者との年１回の話し合い

も行っている。 

 

 ⑤その他 

・経験が浅く、核家族家庭で育ち乳幼児

に触れたことのない若い保健師が母子

保健担当になることが多い。人材育成

は重要である。 

 

(３)石川県南加賀保健所 

＜研究班が考えた特徴的なところ＞ 

管内４自治体がセンターを 100％設置

している。「母子保健福祉支援事例検討

会」を各自治体に出向いて開催してい

る。 

 

＜ヒアリング日時＞ 

 令和５年３月 20日対面ヒアリング 

 

＜ヒアリング内容＞ 

①管内の状況 

 4自治体で設立された南加賀事務組合が

あり、南加賀急病センター（夜間・休日外

来 小児科・内科）の運営が行われている。

よく自治体が連携している地域といえる。 

 

②センター設置について 

・平成 16年の要保護児童対策地域協議会が

立ち上がった頃、それ以前からも児童福

祉と母子保健がいかにコラボして仕事し

ていくか、保健所長が県庁にいた頃か

ら、協働でやっていくための事業立てを

色々とやってきた経緯がある。 

・自治体がセンターの看板を立てても、保

健所としてはそんなに変わった実感がな

い。 

 

③保健所の支援 

・母子保健福祉支援事例検討会は、平成 15

年に県、市町、要保護児童対策地域協議

会が、のちに児童相談所が入る枠組みが

作られた。 

・保健所の健康推進課の保健師は、現場で

家庭訪問や市町の保健師と一緒にケース

支援を行っている。母子保健福祉支援事

例検討会も各市町へ出向き、一緒に検討

している。保健所が主体になり、市町の

母子保健担当者、児童福祉担当者等が出

席している。各自治体で毎月１回、2時

間程度の事例検討会を行っている。 

・周産期医療と地域との連絡会を行ってい

る。参加機関は産科、精神科、小児科、

管内市町母子保健・児童福祉、助産師

会、児童相談所、当保健所。 

・研修会では多機関、多職種をキーワード

に、児童福祉と母子保健のコラボで行っ

ている 

 

④その他 

・自治体の母子保健と児童福祉では、役割

分担ができていると思う。 

・今度、加賀市がバージョンアップする。

要保護児童対策地域協議会と母子保健は

すでに同じフロアで仕事しており、さら

に生活支援など、重層型的なところも加

味してバージョンアップしていく。 
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・母子保健と児童福祉の連携で概念的なと

ころを県の本庁でやっている。保健所で

研修会、事例検討会を行い、管内全体を

標準化していく。方向性が県と保健所で

食い違わないのがいい。 

  

（４）鳥取県米子保健所 

＜研究班が考えた特徴的なところ＞ 

管内５自治体がセンターを 100％設置

している。また、鳥取県はいち早く全県

でセンターが 100％設置されているとこ

ろでもある。 

関係機関連携支援、母子保健事業評価

などよく取り組まれている。 

 

＜ヒアリング日時＞ 

 令和５年３月９日オンラインヒアリング 

 

＜ヒアリング内容＞ 

①管内状況 

 鳥取市（中核市）を除く、18自治体に２

カ所の保健所がある。米子保健所は２市６

町１村を管轄している。 

 

②センター設置について 

鳥取県 

・平成 30年 4月に全市町村に設置された。

同時にとっとり版ネウボラ推進事業も進

めており、担当者養成支援など市町村独

自で事業を実施できるような（国の補助

金によらない）県独自の補助制度を設営

し、市町村に対してセンター設置につい

て強く働きかけた経緯がある。 

前述の補助制度については、センター

設置に係る人件費や備品の整備等ハード

部分の財政支援を実施（平成 30年度で終

章）。そのほか、センターで実施する産

前・産後支援事業等についても県単独で

財政支援を実施。 

現在もソフト事業の予算補助は続き、

親子教室といったもののほか、不育症の

治療費の支援などいろんな独自事業に使

ってもらえるような形で展開している。 

・県では、平成 27年に県内４市町村でセン

ターが設置され、うち３つが米子保健所

管内の日吉津村、大山町、南部町だっ

た。その後徐々に増え、29年に 16市町

村、30年に西部管内の江府町を最後に全

市町村整備となった。 

 

保健所 

・管内９市町村でどのように設置されてい

ったかは把握していない。 

 

③保健所の支援 

・ハイリスク家族に対し産科医療機関、助

産師会と連携がある。 

・母子保健実務担当者会は、これまで実施 

されていたが新型コロナウイルス感染症

が影響し令和元年から実施できていな

い。予定していた会議内容としては各市

町村での産前・産後サポート事業につい

て、子育てサポートセミナーについては

検討していたようである。 

・産後メンタルヘルス対策の協議も検討し

ていたが中止。管内の産科医療機関に参

加を呼びかけていた。 

・米子保健所と西部教育局の共催で体験プ

ログラムの、令和 2年度、４年度には大

山青年の家で西部地区子育て支援関係者

研修会と称した研修会を開いた。子育て

支援関係者スタッフ、教育・保健・福祉

関係、地域の支援者等幅広い方々を対象

に、前半が講演、後半が選択体験で体験

（野草茶、草木染め等）の情報交換があ

った。  

 

④市町村の母子保健事業の評価 

・保健所の母子担当がハイリスク妊婦につ

いて、市町村と医療機関が情報共有して
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いる件数を取りまとめている。内容を項

目ごとに分け、推移を関係機関に結果報

告している。 

 

 

（５）大分県東部保健所 

＜研究班が考えた特徴的なところ＞ 

管内５自治体がセンターを 100％設置

している。また、関係機関連携支援、地

域評価、ＰＤＣＡサイクル推進に取り組

まれている。 

 

＜ヒアリング日時＞ 

 令和５年３月７日対面ヒアリング 

 

＜ヒアリング内容＞ 

①管内状況 

・豊かな自然と温暖な気候、豊富な湧出量を

誇る温泉に恵まれている。 

・県では、平成13年からペリネイタルビジッ

ト、平成20年からヘルシーおおいたの推進、

平成29年から周産期メンタルヘルスケア

体制整備事業を通じて、妊娠期から出産後

の母子を中心とした子育て支援やメンタ

ルヘルス妊産婦に対するサポート体制整

備等、母子保健、児童福祉、児童虐待防止

の視点を持ち関係機関と協働で取り組ん

でいる。 

・東部保健所圏域では、精神疾患やメンタル

不調を抱える妊産婦が増えており、子育て

の困難さや虐待につながる例も多い。管内

の未婚、若年妊娠、精神疾患、メンタル不

調等のハイリスク妊産婦は約２割である。 

 

②センター設置について 

・管内５自治体の設置は、一挙になされるの

ではなく平成28年から令和３年度にかけ

て100％となった。 

・令和２年度は、姫島村を除いた市町で実際

に動き出したセンターについて、「センタ

ー機能とは何か」「これまでの母子保健と

何が違うのか」といった疑問をテーマとし、

センターの機能強化を目的に３年間、任意

の母子保健従事者検討会で勉強を行った。 

・令和３年度は令和２年度の内容を引き継

ぎつつ、産後ケア事業の充実にも取り組み

始めた。別府市は前年度から産後ケア事業

を先行スタートしている。産後ケア事業に

求められるものは何か、産後ケア事業ガイ

ドラインを共有し、産後ケアを実施する助

産院を招き、助産院と別府市に取組を報告

してもらうなどした。各市町村が主体的に

参加できるように工夫した。 

 

③保健所の支援 

・年に４回、管内自治体に対し母子保健従事

者会議を開催し、情報交換、取組報告を行

っている。 

・年に４回、別府医療センターと東部保健所

管内の市町村との連絡会議を行い、事例検

討、事例共有を行っている。別府医療セン

ターの小児科と産婦人科の医師、心理、相

談員等関係者が出席しており、日ごろから

タイムリーに困難ケースの個別支援会議

が開催できるのはこのような顔の見える

関係づくりの積み重ねからである。 

・この二つの会議からの課題の抽出・対策検

討は、東部圏域ヘルシースタートおおいた

の地域専門推進部会につながっている。年

に２回開催しており、１回はヘルシーおお

いた地域推進専門部会と産科精神科連絡

会合同会議である。これらは保健所が事務

局を行っている。 

 

④ＰＤＣＡサイクル 

・センターの体制・運営について事業評価を

自治体が同じシートで行い、年度当初に共

有している。内容は、実施体制、出生、妊

婦支援、産婦支援、関係機関連携、取組・

評価である。 
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・このシートはセンターのガイドラインに

基づいて評価している。令和２年、県母子

保健担当者会議でセンター機能の評価に

ついて課題となっていたため、保健所で評

価シートを作成した。年度初めに比較でき

る形で支援が必要な人たちに支援できて

いるかという視点、それが積み上がってい

るか、センターの機能で大切な「関係機関

との連携」がこれから求められてくるとこ

ろであり、小さい市町村ほど丁寧さや関係

性の良さがうかがえる。報告しあいながら、

お互いの活動の中に自分の自治体の求め

ているものが見つかるといいと考えてい

る。 

・母子保健従事者検討会の中では機能強化

に加え、メンタル不調を抱える妊婦や母親、

医療的ケア児支援の３つを柱にこの３年

間力を入れてきた。ＰＤＣＡサイクル、評

価を行っている。 

 

⑤その他 

・別府医療センターとの連絡会は母子主導

型で、母子保健担当者のみ出席する。要保

護児童対策地域協議会の個別支援会議は

児童福祉主催で、個別事例の情報共有を行

っている。親から子どもを守るという視点

が強く、親子支援の視点は落ちていないだ

ろうかと感じる。こども家庭センターにな

り、児童福主導型の個別支援会議が増える

中、保健師の予防的介入や妊娠期からの関

係性をつくり、子育て期を支えているとい

う意識を保健師自身がしっかり持ってお

かないと、問題が起きてからの後追いばか

りになるのではと危惧している。 

・従来から管内では妊産婦のメンタルヘル

スケアと医療的ケア児の支援は課題であ

った。しかし、コロナ禍の２年間は協議が

進まなかった。今年度（４年度）は精神に

特化した取組とした。 

精神疾患・精神不安を抱える母親への支

援の充実を図るため、母子保健連絡従事者

検討会に精神科と産婦人科の実務者を招

き、母子の担当者と共に同じ事例をグルー

プに分かれて検討を行った。ヘルシー会議

との連続性があり協議が深まった。 

・保健所の活動はヘルシースタートおおい

たのしくみの中で、市町村会議や母子保健

従事者検討会で抽出された課題を圏域ヘ

ルシースタートおおいた地域専門部会で

検討できる良さがある。親会議で必要な体

制づくりや、産科、小児科、精神科にも協

力を求められる体制になっていることが

重要である。 

 

（６）鹿児島県川薩保健所 

＜研究班が考えた特徴的なところ＞ 

母子保健情報管理システムに基づいた評

価、地区診断の実施を行っている。 

 

＜ヒアリング日時＞ 

令和５年３月22日オンラインヒアリング 

 

＜ヒアリング内容＞ 

①管内状況 

北薩地域振興局内の川薩地区を担当、管

轄は２市町だが企画は出水保健所管内の5

市町も対象。広域的に出水保健所とも連携

しながらさまざまなことを企画している。

出水保健所管内を含めると移動は車で２

時間かかるところもあり、集まるのも容易

でない。 

ここ２年ほどはコロナ禍で市町保健師

らと連絡会が持てず、意見等を吸い上げら

れなかった。県ではWebexによるオンライ

ン会議の開催は可能であるが、市町はWeb

exに対応していないため保健所主宰のオ

ンライン会議は行っていない。 

 

②センター設置について 

 １市１町であり、早くにセンターが設置
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された。 

 

③保健所の地域評価 

・母子保健情報管理システムに基づいた

地域の評価を行っている。平成９年から

県庁の母子保健課で要領を作成し、スタ

ートした。 

健診情報（妊娠届出の状況、妊産婦健診

の診状況、3～４か月・１歳半・３歳と

いった母子保健事業の健診状況、受診結

果、その後のフォロー状況）を年２回、

市町から保健所を経由し県へ報告する。 

報告の流れは、 

前年度分の健診時情報の報告・還元： 

5月市町村→保健所 

 6月保健所→県（管内市町

村分とりまとめ報告） 

7月 県→保健所（県全体分

情報のとりまとめ還元） 

8月保健所→市町村（とり

まとめ還元）  

健診追跡情報の報告・還元： 

10月市町村→保健所 

11月保健所→県（管内市町

村分情報とりまとめ報

告） 

11月県→保健所（県全体分

情報のとりまとめ還元） 

12月保健所→市町村（とり

まとめ還元） 

健診状況をまとめたデータを報告・還

元。母子保健の情報をまとめて地区診断

として活用。結果を母子保健担当者の連

絡会等で提示、説明（健診時の数を報告）。

地域の課題を抽出し、連絡会で意見交換

を行った。 

 

④機関連携 

・自治体支援のケース検討会、自立支援協

議会の参画等については、ケース検討会

や各市町の自立支援協議会（定例）の母

子保健事業に関係する部会に、保健所も

参加し支援をしている。 

ケース検討会（随時）については、保健

所が支援している小児慢性特定疾病児

やハイリスク母子などのケース検討の

場に参加したり、企画したりする。ケー

スにより市町、保健所のどちらもが企画

（主宰）することがある。 

・指定難病、結核、小児慢性特定疾病など

のケース支援をそれぞれ課内各係で担

当。主に疾病対策係、健康増進係で個別

のケース支援を行っている。 

・関係機関の連携支援は、ハイリスク母子

連絡会を主宰し市町や産科などの関係

機関を集めた会議、研修会を実施してい

る。 

 

⑤その他 

・センター機能の強化は、県こども家庭課 

が母子保健分野と福祉分野の職員を集

め、各地区で児童福祉担当者・母子保健

担当者連絡会を毎年開催。保健所も参加

している。さまざまな事業を行う上で福

祉分野との連携は必要であり、ケースを

通しながら支援することが保健所の役

割と考えている。ケースの支援を連携し

ながら行っていくことで児童福祉担当

と母子保健担当の連携体制の構築につ

ながるよう支援を続けていく必要があ

ると感じている。 

 

４．都道府県及び県型保健所による市町村の

母子保健機能支援の手引き 

 令和２年度から４年度の本研究で行った、

都道府県及び県型保健所にセンター支援に

関する調査、センター設置及び効果的展開に

対する支援などから、本手引きを作成した。 

センターは、主に妊産婦及び乳幼児の実情

を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種
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の相談に応じ、必要に応じて支援プランの策

定や、地域の保健医療又は福祉に関する機関

との連絡調整を行い、母子保健施策と子育て

支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦

及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する

包括的な支援を行うことにより、もって地域

の特性に応じた妊娠期から子育て期にわた

る切れ目のない支援を提供する体制を構築

することを目的としている。 

都道府県及び県型保健所がこの目的を達

成するために、自治体等の母子保健機能の向

上を図ることを目的とし、センター機能にお

ける予防の効果は長期的に評価する必要が

あることから、事業評価についても記載した。 

内容は、「第１ ポピュレーションアプロ

ーチ」として「ポピュレーションアプローチ

の目指すもの」「利用者目線に立った、切れ

目のない信頼性構築の支援」、「第２ 都道府

県及び県型保健所の母子保健機能の把握」と

して「母子保健機能の地域評価」「母子保健

機能に係るデータの検討」、「第３ 都道府県

及び県型保健所によるＰＤＣＡサイクルの

支援」として「地域の課題や強み等の把握」

「ＰＤＣＡサイクルを用いた支援」、「第４ 

都道府県及び県型保健所の支援の質的向上

支援」として「関係性構築の面談」「面談支

援技術の向上に向けて」を記載した（資料）。 

 

５．研究成果の啓発と切れ目のない支援に関

するシンポジウムの開催 

 本研究班は都道府県及び県型保健所によ

る市町村母子保健機能への支援を中心に検

討を行ってきた。令和４年に児童福祉法等の

改正により、令和６年４月から子育て世代包

括支援センターと市区町村子ども家庭支援

拠点が統合されるこども家庭センター設置

が市区町村の努力義務となった。自治体のこ

ども家庭センターへの関心は高く、本研究の

成果を中心に、フィンランドにおけるポピュ

レーションアプローチとハイリスクアプロ

ーチの連携を学ぶシンポジウムを開催した。 

 フィンランドからはオンラインで講師が

出演した。 

 シンポジウムの参加者は、当初は Zoom に

よる 300 人を上限としていたが多くの申し

込みがあり、Zoomウェビナーに切り替え 508

人以上の参加者があった。 

 

＜日時＞令和５年２月 17日（金）13時 30分

～16時 30分 

 

＜開催方法＞Zoom ウェビナーによるオンラ  

イン開催。当日、ウェビナーに入れない参

加者があり、講義 1 と講義２は 17 日間、

動画で配信を行った。 

 

＜内容＞ 

講義１：参考資料参照 

「フィンランドのネウボラと切れ目のな

い支援」 

 講師：恵泉女学園大学人間社会学部 髙橋   

睦子教授 

講義２：参考資料参照 

「フィンランドにおけるこどものマルト

リートメント予防の支援」 

講師：フィンランド共和国タンペレ大学社 

会科学・保健科学学部  

   エイヤ・パーヴィライネン教授 

通訳 恵泉女学園大学 髙橋睦子教授 

 

ディスカッション 

座長：「新たな切れ目のない支援に向けて」 

   参考資料参照 

 代表研究者が３年間の研究内容を説明し、

分担研究者同志でディスカッションを行っ

た。出てきた問題に対処するトリアージモデ

ルばかりではなく予防が重要であること、妊

娠期からの切れ目のない支援が重要である

ことが改めて強調された。 

 



15 
 

＜参加者からの反応＞ 

 ウェビナーの終了時にアンケートをとっ

た。一つのアドレスからの参加者は 317人で

あっが、回答は 220人から得られた。 

 

（1）参加者 

 1台のパソコンから複数の人数が参加する

こともあり、「このパソコンからの参加者」

を尋ねた。大きいスクリーンで参加すること

も考えられ、1人、2人、3人、4人に加え 5

人以上の選択肢も設けたところ、少なくとも

508人以上の参加があったと考えられた。 

 

（2）職種 

  220人の職種は、保健師が 84.9％と最も

多く、次いで助産師 5.5％、事務職 5.0％、

児童に関する専門職 1.4％で、医師は

0.0％であった。 

 

    図表１ 参加者の職種 

 

（3）職場 

 「市町村の職場」が 68.5％と最も多く、「都

道府県の職場」は 30.1％であった。職場と職

種のクロスでは、「その他」を除き、都道府

県、市町村ともに（2）職種の割合と同様で

あった。 

 

（4）仕事の分野 

 「母子保健分野」が 79.0％と最も多く、「児

童福祉分野」7.3％、「子育て支援分野」が

6.4％であった。 

 

（5）シンポジウムの評価 

 5段階で「全く参考にならなかった」から

「大変参考になった」まで尋ねたところ、「大

変参考になった」28.8％、「参考になった」

45.2％、「普通」20.5％、「参考にならなかっ

た」4.1％、「全く参考にならなかった」0％

であった。参考になったという回答は合計す

ると 74.0％と評価は高かった。ウェビナー

にうまく入れないとの意見があり、後日、動

画による配信も行った。 

 

Ｄ．考察 

新型コロナ感染症の蔓延状況により、北海

道、沖縄県、県型保健所と連携し、対面及び

オンラインによりセンター設置推進及び効

果的なセンター活動に関する研修を行った

ことは、設置が推進され有意義であった。ま

た、設置が進んできている自治体では、困難

事例等への事例検討の要望があり、市町村

から出された事例について対面で事例検討

会を実施した。要保護児童対策地域協議会

との連携支援が少なく、令和６年度からの

こども家庭センターの取組に期待したい。 

３年間の研究成果として母子保健のポピ

ュレーションアプローチとＰＤＣＡサイク

ル推進に関する「都道府県及び県型保健所

による市町村の母子保健機能支援の手引き」

を作成した。ポピュレーションアプローチは

課題予防の支援として重要であり、今後は周

知が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 ポピュレーションアプローチによる困難

が起こる前の支援は、長期的な視点が必要な

予防機能であり、母子保健機能として重要で

ある。これには面談支援の技術向上と、関係

機関連携、特に都道府県及び県型保健所によ

るＰＤＣＡサイクル推進の支援が必要であ
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る。令和３年度に行った都道府県及び県型保

健所への調査では、ＰＤＣＡサイクル推進へ

の取組は多くはなかった。「都道府県及び県

型保健所による市町村の母子保健機能支援

の手引き」が活用され、効果的なポピュレー

ションアプローチが展開されることを期待

する。 

 

Ｆ．健康危機管理情報 

  なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

1.佐藤拓代：子育て世代包括支援センター
（母子健康包括支援センター）が目指すも
の。小児科。2023；64（1）58-63 

2.佐藤拓代：子育て世代包括支援センターの
充実策。周産期医学。2022；52（11）1529-
1532 

3.佐藤拓代：子ども虐待予防の親支援。小児
歯科臨床。2022；27（10）49-51 

4.佐藤拓代：母子保健の動向。福井トシ子編。
新版助産師業務要覧第 3版Ⅱ実践編。東京：
日本看護協会出版会。2022；2-9 

5.佐藤拓代：健やか親子 21。福井トシ子編。
新版助産師業務要覧第 3版Ⅱ実践編。東京：
日本看護協会出版会。2022；10-15 

6.佐藤拓代：母子保健。清水忠彦・佐藤拓代
編集。わかりやすい 公衆衛生学。東京：
ヌーヴェルヒロカワ。2022；151-165 

7.佐藤拓代：若年妊娠への支援。こころの
科学。2022；223：79-83 

8.佐藤拓代：多胎妊婦の健診費用補助。周産 
期医学。2022年；52（9）1297-1299 

9.福島富士子、佐藤拓代、山縣然太朗、山崎
嘉久、上原里程、上野昌江：子育て世代包
括支援センターの効果的展開～第 1 報 都

道府県調査～。日本公衆衛生雑誌。2022：
69（10）244 

10.佐藤拓代、福島富士子、山縣然太朗、上  
原里程、上野昌江：子育て世代包括支援セ
ンターの効果的展開～第 2 報 県型保健所
調査～。日本公衆衛生雑誌。2022；69（10）
243 

11.佐藤拓代：妊娠期から子ども虐待予防の
支援がなぜ必要か。地域における妊娠期か
らの人と人とのつながりづくりによる子
ども虐待予防。公益社団法人母子保健推進
会議。2023；2-11 

 
２．学会発表 

1）佐藤拓代・赤尾さく美・松岡典子・松尾み

さき：コロナ禍でニーズの高まるにんしん

SOS の質の高い支援を目指して。第 28 回

日本子ども虐待防止学会学術集会ふくお

か大会。シンポジウム。2022  

2）福島富士子・佐藤拓代・山縣然太朗・上原

里程・上野昌江：子育て世代包括 支援セ

ンターの効果的展開～第 1 報 都道府県調

査～。第 81 回日本公衆衛生学会総会。一

般演題。2022 

3）佐藤拓代・福島富士子・山縣然太朗・上原 

里程・上野昌江：子育て世代包括支援セン

ターの効果的展開～第 2 報 県型保健所調

査～。第 81 回日本公衆衛生学会総会。一

般演題。2022 

4）佐藤拓代：JaSPCAN学術集会における研究

倫理の現状と対応～研究倫理を「ジブンゴ

ト」として考える～。第 27 回日本子ども

虐待防止学会学術集会かながわ大会。シン

ポジウム。2021 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし



17 
 

＜参考資料＞令和 5年 2月 17日 Zoomウェビナー開催シンポジウム配布資料 

【講義 1】「フィンランドのネウボラと切れ目のない支援」 

      講師：恵泉女学園大学人間社会学部 髙橋睦子教授（分担研究者） 

 

 



18 
 

 

 
 

 

 



19 
 

 

 
 

 

 



20 
 

 

 
 

 

 

 



21 
 

 

 
 
 



22 
 

 

 
 

 

 



23 
 

 

 
 

 

 



24 
 

 

 
 

 

 



25 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 
 

【講義 2】「フィンランドにおけるこどものマルトリートメント予防の支援」 

講師：フィンランド共和国タンペレ大学社会科学・保健科学学部  

         エイヤ・パーヴィライネン教授 ：通訳 恵泉女学園大学 髙橋睦子教授 

 



27 
 

 
 

 



28 
 

 
 

 



29 
 

 
 

 



30 
 

 
 



31 
 

 
 

 



32 
 

 
 

 



68 
 

別紙４                                                                                      
                                                                                                 

研究成果の刊行に関する一覧表 
                                                                                                 
      書籍                                                                                        

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

佐藤拓代 母子保健 清水忠彦・
佐藤拓代 

わかりやすい
公衆衛生学 

ヌーヴェ
ルヒロカ
ワ 

東京都 2022 
 

151-165 

佐藤拓代 母子保健の動向 福井トシ子 新版助産師業
務要覧第3版
Ⅱ実践編 

日本看護
協会出版
会 

東京都 2022 2-9 

佐藤拓代 健やか親子21 福井トシ子 新版助産師業
務要覧第3版
Ⅱ実践編 

日本看護
協会出版
会 

東京都 2022 10-15 

佐藤拓代 妊娠期から子ども
虐待予防の支援が
なぜ必要か 

佐藤拓代 地域における
妊娠期からの
人と人とのつ
ながりづくり
による子ども
虐待予防 

母子保健
推進会議 

東京都 2023 2-11 

 
                                                                                                 
      

 雑誌                                                      
  発表者氏名   論文タイトル名  発表誌名   巻号  ページ   出版年 

佐藤拓代 子育て世代包括支援セ
ンター（母子健康包括
支援センター）が目指
すもの 

小児科 64巻1号 58-63 2023 

佐藤拓代 多胎妊婦の健診費用補
助 

周産期医学 52巻9号 1297-1299 2022 

佐藤拓代 子ども虐待予防の親支
援 

小児歯科臨床 27巻10号 49-51 2022 

佐藤拓代 若年妊娠への支援 こころの科学 223号 79-83 2022 

 

















33 
 

 
 

 



34 
 

 
 



35 
 

 
 

 



36 
 

 
 

 



37 
 

 
 

 



38 
 

 
 

 



39 
 

 
 

 



40 
 

 
 

 



41 
 

 
 

 



42 
 

 
 

 



43 
 

 
 

 

 



44 
 

【ディスカッション】「新たな切れ目のない支援に向けて」 

座長：公益社団法人母子保健推進会議会長 佐藤拓代（研究代表者）  

 
 

 

 



45 
 

 
 

 

 

 

 

 



46 
 

 
 

 

 

 

 

 



47 
 

 
 

 

 

 

 

 



48 
 

 
 



49 

 

＜資料＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都道府県及び県型保健所による市町村の母子保健機能支援の手引き 
 

 

 

 

 

 
令和５年３月 

  



50 

 

目 次 

 

はじめに ............................................................... 51 

第１ ポピュレーションアプローチ ....................................... 52 

１．ポピュレーションアプローチの目指すもの ........................................ 53 

２．利用者目線に立った、切れ目のない信頼性構築の支援 .............................. 54 

第２ 都道府県及び県型保健所の母子保健機能の把握 ........................ 56 

１．母子保健機能の地域評価 ........................................................ 56 

２．母子保健機能に係るデータの検討 ................................................ 57 

第３ 都道府県及び県型保健所によるＰＤＣＡサイクルの支援 ................ 59 

１．地域の課題や強み等の把握 ...................................................... 60 

２．ＰＤＣＡサイクルを用いた支援 .................................................. 61 

第４ 都道府県及び県型保健所の支援の質的向上支援 ........................ 66 

１．関係性構築の面談 .............................................................. 66 

２．面談支援技術の向上に向けて .................................................... 67 
 



51 

 

はじめに 
 

 平成29年施行の改正母子保健法で子育て世代包括支援センター（以下、

「センター」とする）の設置が市区町村の努力義務となり、令和４年４

月では94.6％の市区町村に設置されている。 

センターは、主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・出産・子

育てに関する各種の相談に応じ、必要に応じて支援プランの策定や、地

域の保健医療又は福祉に関する機関との連絡調整を行い、母子保健施策

と子育て支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の健康

の保持及び増進に関する包括的な支援を行うことにより、もって地域の

特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供する

体制を構築することを目的としている。 

 しかし、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきて

いる状況等を踏まえ、児童福祉法等の一部を改正する法律が令和４年

６月８日に成立した。 

内容は、児童等に対する家庭及び養育環境の支援を強化し、児童の

権利の擁護が図られた児童福祉施策を推進するため、要保護児童等へ

の包括的かつ計画的な支援の実施の市町村業務への追加、市町村にお

ける児童福祉及び母子保健に関し包括的な支援を行うこども家庭セン

ターの設置の努力義務化、子ども家庭福祉分野の認定資格創設、市区

町村における子育て家庭への支援の充実等である。 

 

 研究班では、都道府県や県型保健所における市町村のセンター設置等

への支援について調査を行うとともに、県及び県型保健所の協力を得

てセンター設置や利用者目線に立った切れ目ない支援等に関する研修

を行った。これらから、都道府県や県型保健所等を念頭に置き、母子

保健機能支援の検討を行い、研究班の成果物としてまとめたものである。 

 

 本手引きは、センター機能における予防の効果は長期的に評価する必要

があることから、事業評価についても記載している。 

どの市町村に住んでいても、妊産婦及び乳幼児等が安心して健康な生活

ができるよう、利用者目線に立って、一貫性・整合性のある支援が実現

されることを期待する。 
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第１ ポピュレーションアプローチ 
 

 

母親にとって妊娠・出産・子育ては、いまだかつて経験したことのない、別の

生命が宿り大きくなる身体の変化と、妊娠と分娩及び授乳にかかるホルモンの激

変によるこころへの影響があり、誰でもが支援が必要な非常事態といえる。さら

に、母親も父親も原家族を離れ新しい家族を作ることから、人間関係の変化、生

活の変化が当たり前に起こり、特に父親と母親の関係は時にDV等の深刻な対人関

係の問題を生じることもある。 

ポピュレーションアプローチをベースとしてこれらの問題が起こることを予防

し、困難が生じたときには関係機関連携による支援を行う。 

 

図表１  妊娠・出産・子育てにおけるリスクの変動と支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省子育て世代包括支援センター業務ガイドライン 
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11908000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Boshihokenka/senta-

gaidorain.pdf 
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１．ポピュレーションアプローチの目指すもの 

 （１）切れ目のない支援 

日々の生活が変化することから切れ目のない支援が必要である。市区町

村は母子保健事業及び子育て支援事業の切れ目をなくそうと、サービスの

充実をこれまでも図ってきた。しかし、サービスは到底日々の生活をカバ

ーできるものではなく、メニューの充実とともに、その場限りではない、

いつでも相談できるという心理的切れ目を作らない支援が必要である。 

 

（２）誰でもが利用できる支援 

スクリーニングされた親子への支援は、ハイリスクアプローチとして

重要である。しかし、特定の場面でリスクがないと支援者が判断した親

子にも、日々の生活でリスクが生じることはよくあることである。その

ため、問題もリスクもないと支援者が判断した親子でも利用できるよう

にサービスの周知と充実をはかることが、早期予防・支援の観点から重

要である。ハイリスク親子のための支援においてもその内容を支援者と

親子が共有する支援プランを作成し、支援の“見える化”を行う必要が

ある。 

（３）信頼できる専門性の高い「個」に対する「個」の支援 

先に述べたように激変が起こる時期であり、妊娠・出産・子育てに関

する専門性の高い支援が必要である。センター機能における支援者がす

べての専門分野にもオールラウンドである必要はなく、保健師、助産師、

看護師、医師、歯科医師、栄養士、社会福祉士、精神保健福祉士、心理

職、保育士等の専門職同士の個別連携や、機関の連携による支援を行う

ことが重要である。さらに、これらの支援は、集団指導等だけでなく、

名前を名乗った支援者と利用者の「個」と「個」の関わりでの信頼性構

築を基本とする必要がある。 

（４）指導一辺倒でない支援の拒否を招かない支援 

指導では、まず利用者のどこに問題があるかを支援者が把握しその内

容に応じた助言や情報提供が行われる。しかし、支援者が利用者に対す

る指導を自明とするならば、ともすれば問題指摘になり利用者本人を追

い詰めがちである。その結果、利用者が自らの困りごとや問題を話すき

っかけを見出せず、支援者に助けを求めようとはせず、支援の拒否に至

るリスクがある。支援者中心の指導面接では、支援者と利用者が対等に

話すことは困難で、むしろ上下関係が生じる可能性もある。支援の拒否

は、芳しくない状況がさらに複雑化し、利用者にも支援者にもさらなる
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困難を招く。支援の拒否を招かないためには、指導一辺倒ではなく信頼

関係の構築を重視して面談を行うことが重要である。 

（５）妊産婦・乳幼児等の継続的・包括的な状況把握 

妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握することは、センター

機能において母子健康手帳交付時の面談等の機会を活用して直接把握する

方法のほか、関係機関が把握している情報をセンターに集約させ、一元的

に管理することによって可能となる。この過程で、各関係機関が把握した

妊産婦や乳幼児等の支援ニーズを踏まえて、適切な関係機関・支援を紹介

するなど、センターが調整役となることで、妊産婦や乳幼児等に対して包

括的な支援を提供することが期待される。さらに、センターが関係機関間

の顔の見える関係作りを支援することで、より円滑な連携も可能になると

見込まれる。 

 （６）安心して妊娠・出産・子育てができる地域作り 

安心して妊娠・出産・子育てができる「地域作り」もセンター機能の重

要な役割の１つである。そのため地域子育て支援拠点など、地域の子育て

支援事業等を提供している関係機関との連絡調整、連携、協働の体制を整

備し、地元の自治会や商工会議所、地域住民を含め、地域における子育て

支援の担い手の育成やネットワーク形成等に努める。 

 

 

２．利用者目線に立った、切れ目のない信頼性構築の支援 
 

 切れ目のない支援とは、妊産婦や乳幼児等（利用者）の実情把

握を継続的に行い、利用者本人の目線に立って支援の一貫性と

整合性を向上させることである。子育ての状況は経緯の推移と

ともに常に変化している。特定の時点において問題が無いとし

ても、その後も引き続き実情を把握し経過の推移を確認するこ

とで、不測の事態を回避しリスク早期予防としてタイミングを

逃さない支援が可能になる。 

 

 支援サービスの全体像と各種の支援へのアクセスを利用者にも

支援サイドの関係者にも明示する、支援の見える化も重要であ

る。多種多様な支援事業の整備が進む一方で、利用者にとって

は、自分が必要とする情報や支援をいつどこで誰から得られる

のかが分かりにくい状況も発生しがちである。利用者の目線か

ら支援サービスのありようを点検することで、利用者中心の切

れ目ない支援につながる。 
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 必要な時に利用者がためらわずに相談でき支援サービスを利用

できるようにすることが重要であり、これは利用者が支援者を

信頼していることが前提である。信頼が無ければ支援者が必要

と判断し支援や介入を行おうとしても、利用者に拒まれ連絡も

取れなくなることもあり得る。こうした支援拒否の主な原因は、

支援サービスのスティグマ（恥の烙印）や信頼関係の欠如であ

る。 

 

 支援拒否を招かないためには、利用者の性格や子育ての実情が

なんであれ、支援者には問題の指摘や一方的な提案や指示では

なく、まず人として受容することが基本である。利用者が支援

者の専門的な知識や情報の受け手だけでなくむしろ、自分の暮

らしや経験の語り手になる時に、支援拒否の悪循環から抜け出

す可能性が開かれる。 

 

 支援者は専門職としての影響力の大きさを自覚し、上から目線

での指導ではなく「積極的な傾聴」を中心として対応し支援す

ることが求められる。積極的な傾聴とは、聴くことと話すこと

の区別を自覚しつつ、相手との信頼関係の構築を目指す対話の

技法であり、相談支援における専門的なコミュニケーションで

ある。 

 

 信頼関係構築とアセスメントは両立しないことが多く、受容的面

談の中で、情報収集モードになり把握したことから問題・課題を

見つけると、専門職は指導しなければと思いがちである。しかし、

指導は、受容された育ちがなく自尊心が低い親にとって、自分の

できないことを指摘されたと受け止め信頼関係の不調につながり

かねない。また、指導する姿勢で、利用者と対等ではない上下関

係が生じてしまう危険性をはらんでいる。 

 

 支援者の心配ごとも話すことで、支援の受け入れにつながる。 
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第２ 都道府県及び県型保健所の母子保健機能の把握 
 

 

センター機能において、母子保健法等に基づく事業は、厚生労働省地域保

健・健康増進事業報告に報告されている。県型保健所の関与はさまざまである

が、都道府県にデータが集められている。データを経年的に把握し、都道府県

または県型保健所が関係機関会議等で提供し、評価することが重要である。 

 

１．母子保健機能の地域評価 
 

 令和３年度に行った県型保健所に対する調査では、地域の評価を行

っていたのは22カ所（11.5％）であり、「年度ごとに管内の（セン

ター）設置状況や進捗状況のまとめと情報共有、課題検討」、「既

存事業の点検、母子保健事業の取組状況と課題の共有」などが行わ

れていた。 

 

 厚生労働省地域保健・健康増進事業報告の地域保健編に「母子保

健」の項目があり、都道府県や指定都市・特別区、中核市、その他

政令指定都市のデータが把握できる。市町村ごとのデータは、都道

府県との連携で把握できる。 

 

図表１ e-Stat（政府統計の総合窓口）に掲載されている母子保健データ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市区町村への妊娠届出者数，都道府県－指定都市・特別区－中核市－その他政令市、妊娠

週（月）数別 

・市区町村への妊娠届出者数，市区町村、妊娠週（月）数別 

・市区町村が実施した妊産婦及び乳幼児の健康診査受診実人員－延人員・医療機関等へ委託

した受診実人員－延人員，都道府県－指定都市・特別区－中核市－その他政令市、対象区

分別 

・市区町村が実施した妊産婦及び乳幼児の健康診査受診実人員－延人員・医療機関等へ委託

した受診実人員－延人員，市区町村、対象区分別 

・市区町村が実施した乳児の健康診査受診結果別人員・医療機関等へ委託した受診結果別人

員，都道府県－指定都市・特別区－中核市－その他政令市、対象区分別（乳児１～２か

月・乳児３～５か月） 

・市区町村が実施した乳児の健康診査受診結果別人員・医療機関等へ委託した受診結果別人

員，都道府県－指定都市・特別区－中核市－その他政令市、対象区分別（乳児６～８か

月・乳児９～12か月） 

・市区町村が実施した幼児の健康診査受診結果別人員・医療機関等へ委託した受診結果別人

員，都道府県－指定都市・特別区－中核市－その他政令市、対象区分別（幼児４～６歳・

幼児その他） 

・市区町村が実施した乳児の健康診査受診結果別人員・医療機関等へ委託した受診結果別人

員，市区町村、対象区分別（乳児１～２か月・乳児３～５か月） 

・市区町村が実施した乳児の健康診査受診結果別人員・医療機関等へ委託した受診結果別人

員，市区町村、対象区分別（乳児６～８か月・乳児９～12か月） 
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２．母子保健機能に係るデータの検討 
 

   （１）市区町村との検討 
 

 本研究班が令和３年度中に実施（予定含む）のセンターの効果的な

展開を進めるための取り組みを47都道府県に尋ねたところ、47カ所

（100％）から回答があり、関係機関連携会議の開催が36カ所

（76.6％）と最も多く、うち20カ所が保健所と連携して開催してい

た。 

 

354カ所の県型保健所に対する同調査では311カ所（87.9％）から

回答があり、センターの設置及び活動に対する支援は191カ所

（61.4％）が行っており、145カ所（75.9％）が関係機関連携支援

を行い61カ所（31.9％）が自治体内の連携支援を行っていた。 

センター設置への支援の有無にかかわらず、県型保健所の母子保

健に関する会議で多いのは母子保健担当者会議で164カ所（60.1％）

が行っていた。 

 

 県型保健所が行う管内母子保健担当者会議では、管内母子保健デー

・市区町村が実施した幼児の健康診査受診結果別人員・医療機関等へ委託した受診結果別人

員，市区町村、対象区分別（幼児１歳６か月・幼児３歳） 

・市区町村が実施した幼児の健康診査受診結果別人員・医療機関等へ委託した受診結果別人

員，市区町村、対象区分別（幼児４～６歳・幼児その他） 

・市区町村が実施した妊産婦及び乳幼児等保健指導の被指導実人員－延人員・健診の事後指

導実人員・電話相談延人員，都道府県－指定都市・特別区－中核市－その他政令市、対象

区分別 

・市区町村が実施した妊産婦及び乳幼児等保健指導の被指導実人員－延人員・健診の事後指

導実人員・電話相談延人員，市区町村、対象区分別 

・市区町村が実施した妊産婦及び乳幼児等訪問指導の被指導実人員－延人員・医療機関等へ

委託した被指導実人員－延人員・乳児家庭全戸訪問事業を併せて実施した被指導実人員，

都道府県-指定都市・特別区-中核市-その他政令市、対象区分別 

・市区町村が実施した妊産婦及び乳幼児等訪問指導の被指導実人員－延人員・医療機関等へ

委託した被指導実人員－延人員・乳児家庭全戸訪問事業を併せて実施した被指導実人員，

市区町村、対象区分別 

・政令市及び特別区が実施した長期療養児相談等の被指導実人員－延人員，指定都市・特別

区－中核市－その他政令市、相談等の内容別 

・政令市及び特別区が実施した長期療養児相談等の新規被指導実人員・小児慢性特定疾患医

療受給者証所持者数，指定都市・特別区－中核市－その他政令市、新規者の受付経路別 

・政令市及び特別区が実施した長期療養児相談の被指導実人員－延人員，指定都市・特別区

－中核市－その他政令市、相談内容別 
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タによる検討が重要である。 

データの検討には、あるデータに着目して経年的に分析、またある

年度の複数の母子保健データによる分析するものがある。大きな取

組が行われた前後では経年的分析が変化を把握できる。ある年度の

複数データでは、データ同士のつながりに着目して分析することが

できる。目的に応じてデータの図式化をすすめ、全国データ、都道

府県データ、市区町村データを用いて分析しやすく支援することも

重要である。 

 

     図表２ 妊娠・出産・子育て（一部）と現行のサービス・支援： 

令和３年度厚生労働省地域保健・健康増進事業報告等より作成 

 
 

        児童福祉法による乳児家庭全戸訪問事業はポピュレーションアプローチであり、図に入れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妊娠

出産

妊娠届出・母子健康手帳交付

妊婦訪問

産婦訪問
新生児訪問 未熟児訪問

乳児家庭全戸訪問事業

3～5か月・1歳6か月・3歳児健診

養
育
支
援
訪
問
事
業

経
過

就学へ

妊婦健診

児童福祉法による事業母子保健法による事業
11週以内94.8%
出産後0.14%

妊娠届出当たり平均受診
回数12.4回

出生数の4.23%

出生数の78.3%

出生数（未熟児除く）の
25.2%

未熟児の53.2%

出生家庭の94.7%
（R2年度）

受診率95.5%・95.2%・94.6%

サービス未利用の母子

産婦健診

出生数の62.0%



59 

 

 

第３ 都道府県及び県型保健所によるＰＤＣＡサイクルの支援 
 

 

 

 母子保健事業はポピュレーションアプローチである。出産や子育て

で困難が起こりかねない母子を把握しハイリスクアプローチによる

困難発生の予防や、関係機関と連携した困難に対する支援が重要で

ある。 

 

 困難に陥った母子の把握は関係機関連携によりアウトプットとして

把握することができるが、困難に陥らなかった予防の評価は短期間

では困難である。 

 

 本研究班が令和３年度に実施した都道府県に対する調査では、年度

中に実施（予定含む）のセンターの効果的な展開を進めるための取

り組みで、「ＰＤＣＡサイクルの推進支援」が７カ所（14.9％）に

あり、うち１カ所が保健所と連携して行っていた。関係機関連携会

議の開催は36カ所（76.6％）と最も多く、うち20カ所が保健所と連

携して開催していた。 

県型保健所に対する調査では、「ＰＤＣＡサイクルの推進支援」が

11カ所（5.8％）に過ぎず多くはなかった。 

 

 予防の評価は、県型保健所が管内自治体に支援を行いＰ(Plan)Ｄ

(Do)Ｃ(Check)Ａ(Act)サイクルで行うことが望ましい。 

関連する各種計画や施策との整合性を図りながら目標を設定し、定

期的に評価することで、より効果的な支援に向けて運営方法を見直

し、また、評価の際には、利用者の声や満足度を反映することが望

ましい。 

都道府県も管内保健所と連携しＰＤＣＡサイクルを把握し、都道府

県として事業等を行うこともすすめられる。 

 

 公衆衛生活動における評価とは、「住民が健康な生活を送ることが

できるように、効果的で効率的な健康政策を推進するために活用す

る技法のひとつ」である ＊。 

＊厚生労働科学研究費補助金健やか次世代育成総合研究事業「母子の健康改善のための

母子保健情報利活用に関する研究」「健やか親子２１（第２次）」と母子保健計画の策定

と評価、母子保健情報の利活用についての研修会資料より引用 
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１．地域の課題や強み等の把握 

 保健事業の評価は、適切な計画作りから始まる。 

 

 センター事業の企画や運営計画のため、まず地域の課題や強み等を

把握する必要がある。 

 

（１）地域評価（地域診断） 

 センター事業の企画や運営計画のため、まず地域の課題や強み等を

把握する必要がある地域の課題を把握するには、まず地域評価（地

域診断）を行う。 

 

 その手法として、地域間比較（自らの自治体と全県・全国の比較な

ど）、年次比較（良くなっているか、悪くなっているか）、人の属

性比較（児や親の年齢別の比較、世帯構成間比較など）、課題間の

比較（どの疾病、どの理由が大きいかなど）と他地域の比較により

地域の課題を把握することができる。 

 

 健やか親子21（第２次）の一部の指標の評価に用いられている乳幼

児健診の共通の問診項目は、毎年度の国全体の集計値が還元されて

おり、例えば「この地域で子育てをしたいと思う親の割合」、「ゆ

ったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある母親の割合」や

「育てにくさを感じたときに対処できる親の割合」など地域評価に

役立つ項目を利活用することができる。 

 

（２）地域資源の把握 

 計画策定にあたっては、上記の地域のニーズ（課題や悪い点の把握）

に加えて、「地域のアセット」と呼ばれる地域の資源や良い点を把

握することが計画の実効性を高める。 

 

 地域資源には、住民や関係機関のキーパーソンなどの個人資源、地

区組織・NPOなどのグループ資源、関係機関、企業、大学などの機

関としての資源、施設・公園・自然環境など場所としての資源、さ

らにお祭り・絆・伝統食など文化資源など幅広い分野にわたる資源

がある。 
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（３）都道府県及び県型保健所との連携 

 健やか親子２１（第２次）の評価指標の数値や市町村の母子保健事

業の実施状況は、都道府県を介して国に報告されるため、都道府県

は管内市町村のデータを保有している。 

 

 地域評価（地域診断）のための地域間比較では、県型保健所や都道

府県の母子保健担当部局と連携し、必要なデータ収集・分析を求め

ることが実際的である。 

 

 市町村の母子保健事業に対する計画作り・研修・事業評価への支援

は、母子保健事業を重層的に進める都道府県や県型保健所の重要な

役割である。センター機能の展開にあたっても市町村と保健所が密

に連携することで成果を上げることができる。 

 
２．ＰＤＣＡサイクルを用いた支援 

 
（１）計画作り（Plan） 

 ＰＤＣＡサイクルを用いた評価の初めは計画作りである（Ｐ）。計

画に基づいて事業を実施する（Ｄ）。あらかじめ定めた指標を用い

てチェックする（Ｃ）。達成されなかった指標がある場合には、事

業計画の改善のため見直しを行う（Ａ）。その結果を次の計画を策

定につなげ事業に生かすことが、ＰＤＣＡサイクルを用いた評価で

ある。 

図表３ ＰＤＣＡサイクル 

 

厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業））

「子育て世代包括支援センターの全国展開に向けた体制構築のための研究」報告書より引用 

 

 計画作りでは、まず、センター機能に直接、間接的に関係しそうな

庁内の部署や関係機関を特定し、そのメンバーも交えた話し合いか
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ら始めることが望ましい。計画作りが、センターと関係機関間の連

携を促進することにつながる。 

 

 課題の分析は、前段の地域評価のデータとともに、話し合いの参加

メンバーが様々な立場から直面している課題もいったん羅列する。

そのうえで、課題間の因果関係について、グループ化するなどして

整理する。この際、センター機能において主たる地域の健康課題に

対して、直接影響していると考えられるいくつかの要因（要因１な

ど）を特定し、その要因を招いている副要因は何かと順に掘り下げ

ることで、複雑な課題の関係を参加メンバー間で共有することがで

きる。 

図表４ 地域の主たる健康課題の原因となっている要因の整理（例） 

 

 

 地域の主たる健康課題が参加メンバーで共有できれば、その解決を

図ることが事業目標として共有することができる。例えば、ある地

域の主たる健康課題が「多職種による切れ目のない支援が不十分」

であれば、これを言い換えて「多職種による切れ目のない支援」を

事業目標とすることができる。 

 

 主たる健康課題を解決するためそれぞれの要因を解消するための活

動や取り組みの目的を明らかにすることができる。これがアウトプ

ットである。それぞれのアウトプットを得るため、具体的な活動を

新規または既存事業の見直しで立てる。こうして事業計画の全体像

を分かりやすく示すことができる。 
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図表５ 事業目標とアウトプットの整理（例） 

 
 

 主たる健康課題の原因となる要因の関連性や、事業目標とアウトプ

ットとの妥当性は、普遍的なものではない。この作業を通して、参

加メンバー間の共通理解の生まれることが重要である。 

 

（２）評価指標 

 計画を立てる時には、事業の目標や目的に沿ったアウトカム指標を

あらかじめ定めておく。事業目標を達成するための活動や取り組み

の目標（アウトプット）に対しては、それぞれのアウトプットごと

に達成度を示すアウトプット指標も同時に定め、関係者間で共有す

る。個々の活動については、業務量や実績値などで数値化して示す。 

図表６ アウトカム指標とアウトプット指標の関係 

 

 保健事業は予防的な介入であり、アウトカム指標の改善に時間がか

かることも少なくない。適切な資源を投入したかなど事業の体制を

評価するためのストラクチャー（構造）指標や、事業を効果的･効

率的に実施するための事業企画立案、実施過程等を評価するための

プロセス（過程）指標を定めることで、効果的な事業の見直しを行

うことができる。 
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図表７ ストラクチャー指標とプロセス指標による評価 

 

 

 センター事業における評価指標には図表８に示すようなものが挙げ

られる。 

 

 厚生労働省から発出された「子育て世代包括支援センター事例集＊」

に掲載されている福井県大飯郡高浜町の事例は、ＰＤＣＡサイクル

に沿った計画作りとして好事例である。 

＊子育て世代包括支援センターの実施状況及び事例集の送付 について（厚生労働省子

ども家庭局母子保健課長通知：子母発0910第１号令和元年９月10日） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000123792.html 

 

図表８ センターの事業評価の指標（例） 

指標の種類 指標の例 

ストラクチャー ○ 保健師○人、社会福祉士○人、XX を○人配置している 

（構造）指標 ○ 職員に対する研修を行っている 
：センター業務のための仕 ○ 庁内関係課との情報共有・支援の検討のための会議体を設置している 
組みや体制を評価するもの ○ 関係機関との情報共有・支援の検討のための連絡会を設置している 

 
○ 関係機関との連絡方法や連絡調整のための様式を策定している 

 
○ 関係機関間の役割分担を明確にしている 等 

プロセス（過程） ○ 地域住民におけるセンターの認知度が○%である 

指標 ○ センターにおける相談・情報提供の記録を作成・保存している 
：センターの目的や目標達 ○ 妊産婦や乳幼児等の情報を支援台帳で管理・更新している 
成のための過程（手順）や 

活動状況を評価するもの 
○ 庁内関係課との情報共有・支援の検討のための会議を開催している 

○ 関係機関との情報共有・支援の検討のための連絡会を開催している 
 

○ 支援プランの内容を関係機関と共有している 等 

アウトプット（事業実 ○ 妊産婦や乳幼児等のうち継続的に状況を把握できている割合 
施量）指標 
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 （３）評価指標の共有 
 

 管内自治体母子保健部署による会議では、各自治体のＰＤＣＡサイ

クルの評価を共有することが勧められる。また、県型保健所は管内

医療機関、関係機関等による連携会議を開催していることが多い。

参考になる自治体の取組を共有することで、地域資源の開発や取組

内容の質的向上が期待される。県型保健所の役割として期待したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：センターの目的や目標の ○ 相談・助言、情報提供を行った件数 
○ 妊娠届出時にアンケートや面談を実施するなどして妊産婦や保護者の
身体的、精神的、社会的状況について把握した者の割合 

○ 妊産婦のうち支援プランを策定した割合 

○ 支援が必要な妊産婦のうち関係機関に対応を依頼した割合 等 

達成のために行われる業務 

や事業の結果を評価するも 

の 

アウトカム（結果） ○ 安心して妊娠・出産・子育てができると思う者の割合 

○ 地域で子育てしたいと思う者の割合 

○ センターにおける支援への満足度 

○ 支援プランを策定した支援対象者のうち、問題が解決した人数 

○ 未就学児における児童虐待対応件数（０歳児、３歳児未満、３歳児以 

上別） 等 

指標 
：センターの目的や目標の 

達成度、成果の数値目標を 

評価するもの 
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第４ 都道府県及び県型保健所の支援の質的向上支援 
 

 

 本研究班が都道府県に対して実施した調査から、令和３年度中に実

施（予定含む）のセンターの効果的な展開を進めるための取り組み

では、都道府県で「面談支援技術の研修」が11カ所（23.4％）にあ

り、うち４カ所が保健所と連携して行っていた。 

県型保健所に対して実施した調査では、都道府県に対する質問内容

と異なるが、センター事業に関する研修内容として「講義」が33カ

所（52.4％）、「情報交換」が33カ所（52.4％）と多く、「面談支

援技術等実技」は1カ所（1.6％）と少なかった。 

 

 母子保健機能は記述したようにポピュレーションアプローチを行い、

妊娠・出産・子育てにおける困難発生を予防する機能である。現時

点での妊産婦・母親や家族、こどもから課題を把握することに加え、

将来の困難を把握するには関係性の構築がなによりも重要である。 

 

 

１．関係性構築の面談 
 

 母子保健機能では、妊娠届出面接が最初の妊婦との接点であること

が多い。他人に聞かれる心配のない個室を設け面接することは、困

っていることなどが相談しやすくなる一歩である。チェックリスト

に基づいて面接するのではなく、オープンクエスチョンで気持ちや

生活等について尋ねていく。 

 

 最初の面談ですぐ指導に入ると、自分が言うことはすべて指導材料

になるのでと感じ本当のことを話さなくなることが多い。指導する

場合は面談の後の方で、心配なので、と面談者の気持ちを前面に出

して指導すると受け入れられることもある。 

 

 面談時間では、生育歴や実際の生活、親やパートナーとの関係など

について想像を働かせ、決めつけないで受容する姿勢を示す。 

 

 妊娠中に次にどのような時に出会うのか、あるいは家庭訪問をする

のか、など関わりの目安を伝える。 
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 上記のことは妊娠届出時だけでなく、出会いの場面に応用して信頼

関係構築に努める。 

 

 

２．面談支援技術の向上に向けて 
 

 面談の研修は、市区町村自らが行うことが多いと考えられる。しか

し、小さい自治体においては都道府県や県型保健所の支援技術向上

への支援が求められることもある。 

 

 面談支援技術に問題があっても、自らは気づきにくい。本研究で面

談の技術向上を図るため、ロールプレイによる研修を行ったが有用

であった。図表９に示す研修は、都道府県や県型保健所による面談

支援技術向上への支援として行うことも考えられる。 

 

図表９ ロールプレイによる面談支援の研修（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 ○３人が対面するのではなく、120度の間隔をとり座る。 

○３人は面談対象者、面談者、観察者の役割をとる。 

○役割を交代し、すべての役割を経験する。 

○それぞれの役割を経験し、どのように感じたか話す。 

○支援対象者への気づきや面談の客観的評価を行うことができる。 


